


 



 

序     文 

 

1995 年の和平より 15 年を迎えたボスニア・ヘルツェゴビナ（以下「ボ」国）ですが、

教育システム、カリキュラム、教科書等は民族毎に別のものが使われており、戦争の影響

は未だ色濃い状況にあります。国際社会は、「ボ」国が EU 加盟を目指すためには国民の一

体感を醸成し、共に発展を目指すことが必然と認識し、そのためにも教育改革が急務と捉

えています。 

「ボ」国の教育改革の推進役を勤める欧州安全保障協力機構（以下 OSCE）は 2002 年に

教育統合に着手し始め、2003 年には初・中等教育枠組法が採択され、民族間で対立が起こ

りにくい部分から統合を進める「共通コア・カリキュラム」の導入が決定されました。 

 我が国は人間の安全保障の観点からも OSCE の呼びかけに応え、IT 教育分野での共通カ

リキュラムの導入を促すために、2006 年 4 月より「モスタル高校 IT 教育近代化プロジェ

クト」を実施しました。その中で現地語へ翻訳し、現地に適した変更を施した日本の高校 1

年生向け IT カリキュラムが試験的に同校に導入され、ボスニアック系、クロアッツ系の生

徒が共通カリキュラムで共に学ぶ IT 授業の実施を促しました。 

 この結果を踏まえ、2007 年度に「ボ」国より、ボスニア・ヘルツェゴビナ連邦教育科学

省、及びスルプスカ共和国教育文化省連名での IT 教育近代化にかかる要請が提出され、

2008 年 4 月から 2 年 4 ヶ月の予定でプロジェクトが開始されました。 

 本プロジェクトは 2010 年 7 月をもって終了する予定となっていたことから、本年 3 月

に終了時評価調査を実施し、本プロジェクトの活動実績や目標達成度、成果、今後の課題

等を調査、分析、確認し、評価 5 項目の観点から評価を行うと共に、「ボ」国側と協議、共

有した上でミニッツに取りまとめました。本報告書は、今回の調査結果を取りまとめたも

のです。 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げるとと

もに、併せて今後のご支援をお願いする次第です。 

 

2010 年 9 月 

 

独 立 行 政 法 人 国 際 協 力 機 構 

経済基盤開発部長 小西 淳文 
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第１章 終了時評価の概要 

 

1-1 終了時評価調査団派遣の経緯と目的 
(1)プロジェクトの背景 

和平後 15 年を迎えるボスニア・ヘルツェゴビナ（以下 BiH）だが、教育システム、カリキュラム、教

科書等は民族毎に別のものが使われており、戦争の影響は未だ色濃い。国際社会は BiH が EU 加盟を目

指すためには、国民の一体感を醸成し、共に発展を目指すことが必然と認識し、そのためにも教育改革

が急務と捉えている。 

BiH の教育改革の推進役を勤める欧州安全保障協力機構（以下 OSCE）は 2002 年に教育統合に着手し

始め、2003 年には初・中等教育枠組法が採択され、民族間で対立が起こりにくい核の部分から統合を進

める「共通コア・カリキュラム」の導入が決定された。 

我が国は人間の安全保障の観点からも OSCE の呼びかけに応え、IT 教育分野での教育統合支援に着手

し、2005 年我が国外務省がモスタル高校 IT ラボに対し、約 30 台のコンピューターを供与（草の根人間

の安全保障無償資金協力）したのを受けて、同年 8月に JICA 調査団を派遣し、同 IT ラボを使った課外

授業を実施した。ここではムスリム、クロアチア人両民族の生徒を対象に、パソコンを使用したクレイ

アニメ作成方法の指導を行った。これは、ボスニア国内で異民族が一緒に授業を受ける紛争後初のケー

スとなった。 

さらに将来の教育統合を見据え、ＩＴ分野で共通カリキュラム導入を促進するため、2006 年 4 月から

2008 年 3 月に掛けて、「モスタル高校 IT 教育近代化プロジェクト」を実施した。その中で現地に適した

形へ変更した日本の高校 1 年生向け IT カリキュラムが同校に導入され、ムスリム、クロアチア人の生

徒が共通カリキュラムで共に学ぶ IT 授業が試行された。 

2008 年 4 月からは、わが国がボスニア支援を開始して以降初めて、両エンティティー大臣連名の要請

書を受けて、「ボスニア・ヘルツェゴヴィナ IT 教育近代化プロジェクト」を開始している。ここでは、

共通カリキュラムを BiH（ボスニア・ヘルツェゴビナ連邦：FBiH、スルプスカ共和国：RS）の他のギム

ナジウム（普通科高校）へも拡大し、難航する BiH の教育改革における IT 教育分野での共通カリキュ

ラムの導入及び定着を促すことが期待されている。同時に、IT 教育分野での協働の経験が触媒となり、

他教科での共通カリキュラムの導入が促されることも期待されている。「モスタル高校 IT 教育近代化プ

ロジェクト」および本プロジェクトにおいて、既に 3民族の IT 教育関係者計 15 名を本邦に招聘して研

修を実施している。このように、共通カリキュラム策定のためのシステム作りに留まらず、教育関係者

に対しても共に学ぶ場を提供することで民族間の交流を促進し、真の和解、他民族に対する寛容の精神

醸成を目指している。 

 2003 年以来、国際社会が促進するボスニア教育統合プロセスの中で、実際に教育統合が実現したの

は 2010 年 3 月時点で JICA プロジェクトだけであり、OSCE や上級代表事務所（以下 OHR）等国際機関か

らの期待も高いプロジェクトである。 

(2) 終了時評価調査の目的 

2009 年 7 月に運営指導調査を実施し、プロジェクトが開始から 15 ヶ月経過した時点における実績を

調査した。その結果、プロジェクト目標及び 3つの成果の達成に向けて順調に推移しており、その達成

の見込みは高いと評価された。そこで、本終了時評価では 2010 年 7 月のプロジェクト終了を控え、活



2  

動実績や目標達成度、今後の課題等を具体的に確認し、評価 5項目に即した評価を実施する。また教育

統合に向け3民族が協働しうるシステムが BiH側により自立発展的に継続されるために取り組むべき事

項を明らかにするとともに、BiH における IT 教育の今後に対する提言を取りまとめる。 

 

1-2 評価者の構成 

氏 名 担 当 所 属 

橋本 敬市 団長／総括 独立行政法人国際協力機構 国際協力専門員  

川辺 了一 協力企画 独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部 運輸交通・情報通信第 3課 

昌谷 泉 評価分析 グローバル・グループ 21 ジャパン 

 

1-3 評価調査日程 

Schedule 
Date 

Leader, Project Planning Evaluation and Analysis 

25 Thu  Arrival at SJJ 

26 Fri   
AM: Gymnasium Zenica 
PM: Gymnasium Livno 

27 Sat  Internal meeting 
Feb 

28 Sun  Move to Bijeljina 

1 Mon Arrival at SJJ 
AM: Gymnasium Bijelina 
PM: Gymnasium Orasje, Move to Banja Luka 

2 Tue 
AM: C/C to BiH MOFA, OSCE 
FM: Move to Banja Luka 

AM: Gymnasium Novi Grad 
PM: Gymnasium Bihac 

3 Wed 
AM: Gymnasium Banja Luka  
FM: C/C to RS MOE, Move to Livno 

4 Thu 
AM: C/C to Canton 10 MOE 
PM: C/C to Canton 7 Education Bureau (Croatian Side), Gymnasium Mostar 

5 Fri 
AM:C/C to Canton7 MOE 
PM: C/C to Canton 7 Pedagogical Bureau (Bosniac Side), C/C to FBiH MOE 

6 Sat AM: Gymnasium Trebinje 

7 Sun 
AM: Move to Sarajevo 
PM: Internal Meeting 

8 Mon 
AM: Internal Meeting  
PM: Document Arrangement 

9 Tue 
AM: Discussion on M/M 
PM: Discussion on JCC 

10 Wed 
AM: JCC, Signing of MM 
PM: Report to EoJ, Move to Belgrade by Car 

11 Thu AM: Report to JICA Balkan Office 

12 Fri Leave from BEG to NRT (Via VIE) 

Mar 

13 Sat Arrival at NRT 
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1-4 主要面談者 
(1)BiH 側面談者 

Name Title / Position 

BiH MOFA 

Mr. Šefik Fadžan Minister Adviser and Head of the Department for Multilateral Relations 
and Reconstruction 

FBiH MOE 

Mr. Jasmin Branković Assistant Minister in the Sector for Higher Education, Science and 
Technology 

Ms. Vahida Krekić Project Contact Person 

Canton10 MOE 

Ms. Gordana Cikojević Minister 

Canton7 MOE 

Mr. Enes Hasanagić Assistant Minister 

Ms. Emina Jusufbegović Advisor for Primary, Secondary and Higher Education 

Canton7 Education Bureau 

Mr. Jago Musa Director 

Ms. Zorica Bruck IT Adviser 

Canton7 Pedagogical Bureau 

Ms. Sabaheta Bijedić Director 

Gymnasium Mostar (Canton 7) 

Mr. Bakir Krpo Director 

Mr. Vladimir Šarović IT Teacher 

Gymnasium Opca (Canton 4) 

Mr. Vedat Hadžiosmanović Director 

Mr. Muhamed Porča IT Teacher 

Gymnasium Livno (Canton 10) 

Mr. Luka Novokmet Director 

Mr. Slaven Niče IT Teacher 

Secondary School “Fra Martina Nedića Orašje” (Canton 2) 

Mr. Branimir Leovac Director 

Ms. Katica Dominković IT Teacher 

Ms. Snježana Damjanović IT Teacher 

Gymnasium Bihać (Canton 1) 

Mr. Jasmin Hodžić Director 

Ms. Biljana Harbaš IT Teacher 

RS MOE 

Mr. Miroslav Bobrek, Ph.D. Assistant Minister for Education 

Ms. Slavica Kuprešanin Head of Secondary School Department 

RS Pedagogical Institute 

Mr. Željko Potkonjak Senior Advisor for Maths and Official focal point for the Project 

Gymnasium Banja Luka 

Mr. Zoran Pejašinović Director 

Mr. Željko Grbić IT Teacher 

 Ms. Milka Džombić IT Teacher 
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Gymnasium Bijeljina 

Ms. Dobrila Đukanović Director 

Ms. Olivera Stevanović IT Teacher 

Gymnasium Novi Grad 

Ms Dragana Graonić Director 

Mr. Aleksandar Petić IT Teacher 

Gymnasium Trebinje 

Mr. Dragoslav Banjak Director 

Mr. Predrag Milošević IT Teacher 

OSCE 

Dr. Valery Perry Acting Head of the Human Dimension Department 

Ms. Marina Bowder Head of Section, Diversity and Inclusion in Schools 

Mr. Andrew Gridinsky Head of Section, Education Institutions and Legislation 

Ms. Slađana Čurak Finance and Management Advisor 

 

(2)日本側面談者 
Name Title / Position 

在ボスニア・ヘルツェゴビナ日本国大使館 

罍 二夫（もたい ふたお） 大使 

上田 晋 参事官 

荒牧 拓 一等書記官 

竹矢 幸弘 一等書記官 

JICA バルカン事務所 

黒澤 啓 所長 

山田 健 次長 

高橋 洋平 所員 

本間 和実 企画調査員（サラエボコンタクトポイント） 

 

(3)プロジェクト関係者 

プロジェクト 

 Name Title / Position 

1 新保 博之 業務調整員（ペガサスエンジニアリング） 

2 Dejan Balic ローカルコンサルタント（FBiH 担当） 

3 Zoran Kiza ローカルコンサルタント（RS 担当） 

 

 

1-5 評価項目・評価方法 

(1)PDM について 

本プロジェクトは我が国の援助方針の整理としては「平和構築案件」であり、その目的は、3 民族間

の交流を促進し、他民族に対する寛容の精神醸成を目指すことである。そのため、日本語版の PDM では

上位目標として「民族融和の促進」を明記している。 

しかしながら、BiH 側は各民族の政治的背景から、民族融和のための平和構築の概念を受け入れる土
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壌が未だできているとは言いがたい。そこで、本プロジェクトでは、目的を「IT 教育の近代化」とし、

また、「民族融和の促進」を謳った PDM の英語版は作成せず、事前評価の MM 上において「IT 教育の近代

化」を目的とした上位目標、プロジェクト目標、成果、活動について述べるに留め、BiH 側が受け入れ

やすい体制を整えた。 

 

(2)主な調査項目 

1)実績確認と実施プロセスの把握 

①日本・BiH 国双方の投入、プロジェクトの活動実績、プロジェクトの成果、プロジェクト目標、上

位目標の具体的な達成度合いを確認した。 

②技術移転のプロセス、C/P のオーナーシップ、モニタリングの実施状況などを把握した。 

2)評価 5項目による評価 

上記 1）で確認されたプロジェクトの実績及び実施プロセスについて、以下の 5つの観点（「評価 5

項目」）から評価を行った。 

①妥当性 

②有効性 

③効率性 

④インパクト 

⑤自立発展性 

3)総括（結論） 

上記評価 5項目による評価結果を受けて、プロジェクトの総合判定を行った。 

4)教訓及び提言 

①上記結論に基づき、プロジェクトや関係機関に対し、提言や助言を行った。 

②上記結論に基づき、実施中の他の類似プロジェクトや将来開始される予定のプロジェクトの発掘・

形成に参考になる事柄を取りまとめた。 

 

(2)情報・データ収集方法 

1)文献資料調査 

既存の文献・報告書等（R/D、事業進捗報告書、業務完了報告書、プロジェクト成果品、生徒への

アンケート結果）、その他プロジェクトが作成した資料などから必要な情報を収集した。 

2)質問票による調査 

事前に質問票を作成の上、日本人専門家(1 名)、ローカルコンサルタント(2 名)、パイロット校(校

長、IT 教員)、MOE、教育研究所、宛てに配布し、情報収集を行った。 

3)直接観察 

パイロット校を訪問し、授業の様子、施設、機材、教材の確認を行った。 

4)インタビュー調査 

プロジェクト関係者（専門家、ローカルコンサルタント、MOE、教育研究所、校長、IT 教員、）に

対してインタビュー調査を行い、プロジェクト実績、活動プロセス等に関する情報・データの収集・

整理を行った。 
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第２章 調査結果 

 

2-1 実績と現状 
（1）中央省庁における現状 

BiH では 2002 年、OHR 主導の下、中央集権化が最大の政治課題となり、教育分野では OSCE がリード・

エージェンシーとして、別々のカリキュラムを使用する構成 3民族の教育統合を中央レベルで進める努

力を続けてきている。 

また、教育統合の本来の趣旨を体現する機関として、2008 年末までに中央政府の下に「教育庁」が設

置された（本部：モスタル、支部：サラエヴォ、バニャルカ）。しかし、依然として、セルビア人はセ

ルビア本国の、クロアチア人はクロアチア本国のカリキュラム使用に固執し、統合に反対している。こ

のため、本来、３民族の教育カリキュラムに共通のスタンダードを示す役割を担うはずだった教育庁も、

設置法案策定プロセスで民族間の対立が生じ、結局マンデートが曖昧な機関となり、機能不全を起こし

ている。 

 

（2）各エンティティーにおける現状 

1)RS の現状 

・政府の元に教育省があり、また、教育内容を策定する機関として教育研究所を設置した中央集権的体

制を敷いており、一元的な教育運営を行っている。 

・本プロジェクトで提供したカリキュラムは 2 年半分であり、4 年間のギムナジウムの教育年限に対し

1年半分の不足が生じていた。 教育研究所はこの 1年半分について自らカリキュラムを作成し独自の

4年間のカリキュラムとして教育省に既に提出をしている。 

・日本のテキストを中核とし作成されたカリキュラムであるため、対応するテキストは日本が供与した

テキストのみとなる。このことから、本テキストの公式認可は必然の流れと考えられる。 

・しかしながら、カリキュラム／テキストの公式認可については、パイロット授業で学んだ生徒がギム

ナジウムを終了した後、つまりプロジェクト開始から 4年間生徒をモニタリングした後に行う予定で

いる。そのため、公式認可は本プロジェクトの終了（2010 年 7 月）以降となる見込みである。 

・RS 政府は本プロジェクトを高く評価しており、プロジェクト終了に際し、カリキュラム／テキストを

公式認可することを待たずに、本カリキュラム／テキストを RS 全土のギムナジウム（ギムナジウム

併設のセカンダリースクール 3校含む）に展開する意向を示しており、引き続き日本による支援を正

式に要請している。 

2) FBiH の現状 

・FBiH 政府レベルに教育省があり、また、各カントンレベル（県レベル）でもそれぞれ教育省を有して

いるが、教育に関する決定権は、カントン教育省が有しており、FBiH 教育省はこの調整機関という位

置づけとなっている。 また、教育研究所は各カントンに設置されており、更に民族（クロアチア系

およびボスニアック系）が共存するカントン 7等では民族ごとに研究所が設置されている。このよう

に、FBiH 側はきわめて複雑な状況である。 

・この状況を踏まえ、2010 年 2 月 FBiH 議会は投票の結果、「カントン政府は教育に関する決定権を放棄

し FBiH 政府に委譲する」旨決定した。 合わせて次期学校年度より「Two schools under one roof」

を解決し 1校にするよう促している。しかしながら、カントン 4（ゼニツァ・ドボイ）カントン,6（セ
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ントラルボスニア）,カントン 7（ヘルツェゴビナ・ネレトバ） はこれに反発をしている状況にある。 

・本カリキュラム/テキストについては何れのカントンも高く評価している。 2010 年 3 月時点で、カン

トン 10 はテキストを公式認可しており、カントン 4、カントン 5（コラジュデ）、カントン 7 は公式

認可のインテンションレターを発出している。また、残りのカントンも前向きに検討していると考え

られる。 

・クロアチア本国において、2009 年より教育改革が開始され、クロアチア系教育機関はその影響を受け

ている。カントン 10 ではこの改革を契機と前向きにとらえ、上述の通りテキストを既に公式認可し

ている。一方で、クロアチア本国の改革と齟齬が生じることを懸念し、慎重な姿勢を示している教育

機関（カントン 7 クロアチア系教育研究所）も存在している。 このように、FBiH 側では意思決定機

関が複雑且つ非常に多く、政治的な思惑から足並みが揃わない状況にある。 

・しかしながら、BiH 国では、本カリキュラムを認可前に全国展開する要請していることや、カントン

10 のように カリキュラムの認可前にテキストを認可していることなど、教育制度の認可体制および

その履行が十分に組織されているとは言いがたい状況にある。 

 

 

2-2 投入実績 
2-2-1 日本側の投入実績 

（1）ローカルコンサルタント 

2008 年 4 月のプロジェクト開始以降、ローカルコンサルタント 2 名（FBiH 側、RS 側各 1 名）を雇用

し、各エンティティー内およびエンティティー間の調整を行っている。 

（2）業務調整員（日本人専門家） 

 1年次はJICAバルカン事務所を通じて上記2名のローカルコンサルタントへの指示や調整を行ってき

たが、物理的な距離が離れていること及び、エンティティー間の調整に専任で業務にあたる人材の配

置が必要との判断から 2009 年 4 月から公示にて採用した日本人短期専門家を業務調整員として配置

している。 

（3）供与機材 

 FBiH 側 9 校、RS 側 6 校に対して実習授業用に PC を計 181 台、総額約 1000 万円、パイロット教科書

を供与している。 

（4）本邦研修 

以下の通り 2008 年及び 2009 年の計 2回にわたり実施している。 

実施時期 期間 人数 

2008 年 7 月 15 日間 7 名＋ローカルコンサルタント 

2009 年 8 月 14 日間 6 名＋ローカルコンサルタント 

2010 年 6 月（予定） 13 日間 11 名+ローカルコンサルタント 2名 

 

（5）教材提供 （情報 A, B, C テキストおよび教員用指導教材） 

情報 A：前フェーズ（モスタル高校 IT 教育近代化プロジェクト）にて生徒用教科書を英訳及び現地語

化済み教員用指導教材は作成せず。 

情報 B：生徒用教科書は英訳および現地語化済み。教員用指導教材は英訳済み、現在は現地語化中。 
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情報 C：生徒用教科書は英訳済み。現地語化は今フェーズでは実施しない。 

教員用指導教材の英訳および現地語化は今フェーズでは実施しない。 

（6）投入金額 

 日本側はプロジェクト終了までの 2年間で約 123,000 万円（機材供与含む）を負担している。 

  

2-2-2 BiH 側の投入実績 

(1) カウンターパートの配置 

 約 35 名のカウンターパートスタッフを配置 

(2) 施設の提供 

 パイロット校 IT ラボラトリーの整備 

 

 

2-3 成果の達成状況 
PDM の指標に基づく成果の達成状況は次の通りである。 

 

成果１：新 IT カリキュラムの現地化及び更新が FBiH/RS の教育省及び教育研究所の協働のもと行わ

れる 

達成指標 

1-1 IT カリキュラムが開発・更新される 

1-2 IT カリキュラム開発・更新が教育省及び教育研究所の協働の下行われる 

 

RS では、情報 A及び情報 Bのパイロット授業を 2008 年度（2008 年 9 月～2009 年 6 月）に実施し、2009

年度から 2 年目のパイロット授業を開始している。教育研究所スタッフ及びパイロット校 IT 教師を

メンバーとするワーキンググループによって日本のカリキュラムを基に 4 年間の IT カリキュラムが

開発され、さらに一部見直し（更新）もされており、パイロット校では、すでに同カリキュラムに沿

った授業が実施されている。 

FBiH では、情報 Aのパイロット授業を 2008 年度に実施し、2009 年度から情報 Aの 2年目のパイロッ

ト授業、情報 Bの初年度のパイロット授業を開始している。カリキュラムの開発は途上であるが、プ

ロジェクト期間内には RS の開発したカリキュラムを参考にして開発される見込みである（指標 1-1、

指標 1-2）。 

 

成果２：FBiH/RS 両エンティティーのギムナジウムで新 IT カリキュラムが導入され、授業が実施され

る 

達成指標 

2-1 開発した IT カリキュラムが導入される 

2-2 パイロットプロジェクトが実施される 

 

RS では開発された IT カリキュラムに基づく授業がパイロット校で既に実施中である。一方、FBiH で

は、新カリキュラムの開発が現時点で未達成であるため、日本の IT カリキュラムのまま授業を実施

している。（指標 2-1）。 

日本の教科書を現地化・翻訳して作成した教科書を用いた情報 A及び情報 Bの授業（パイロットプロ

ジェクト）は、FBiH12 校、RS6 校で、いずれも成功裡に実施されている。（指標 2-2）。 

 

成果３：新 IT カリキュラムが FBiH/RS 両エンティティーの教育省によって承認される 

達成指標 

3-1 新 IT カリキュラムが承認される 
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RS で開発された新 IT カリキュラムは、教科書 A と教科書 B を用いたパイロット授業を受講した最初

の学年が、第 4 学年を終了した後に公式に承認される予定である。一方、FBiH では 2009 年度（2009

年 9 月～2010 年 6 月）のパイロット授業の成果を基に、今後作成・申請される新カリキュラムの承認

を行う予定であり、したがって承認は 2010 年 7 月以降になる。 

このように、プロジェクト終了までには新カリキュラムが正式承認される見通しにはないが、多くの

FBiH カントン教育省は新カリキュラムを積極的に評価することを表明するインテンションレターを

既に発出している（指標 3-1）。 

 

 

2-4 プロジェクト目標の達成状況 
PDM の指標に基づくプロジェクト目標の達成状況は次の通りである。 

 

共通の IT カリキュラムの策定・更新を 3民族の教育関係者が協働で行うシステムが確立される 

達成指標 

1. 共通の IT カリキュラムの開発 

2. IT カリキュラム策定・更新システムの確立 

3. IT カリキュラムの協働策定・更新システムオペレーション能力を習得した両エンティ

ティーの教育関係者の増加 

4. IT カリキュラムの策定・更新にかかる教育関係者の実施技術･知識の向上 

 共通の IT カリキュラムの開発は現在達成されていない。RS では 4年間の IT カリキュラムが教育研

究所のワーキンググループにより開発されている。一方、FBiH ではカリキュラムはまだ策定されてい

ないが、セミナーの場において発表された RS カリキュラムの内容は FBiH の IT 教師により賛同を得

ており、今後プロジェクト期間中に、FBiH 側も RS カリキュラムを基にしたカリキュラム策定を終え

ることは可能と思われる（指標１）。このように、カリキュラムの調整は進んでおり、共通カリキュ

ラムへ向けての基礎作りは出来たと判断できる。これはボスニア・ヘルツェゴビナのプロジェクト開

始前の状況を考えると、教育関係者のマインドセットが行われたことを示し、大きな前進と考えられ

る（指標２）。 

 本プロジェクトでのセミナー参加者数は延べ 73 名（下表）、本邦研修参加者数は 15 名（上述）を

数え、「IT カリキュラムの協働策定・更新システムオペレーション能力を習得した両エンティティー

の教育関係者」の数は確実に増加している（指標３）。さらに 2010 年 5 月には、全国（両エンティテ

ィー）を対象としたセミナーを開催することが予定されている。また、このようなセミナー、研修の

ほか、パイロット授業の実施によって、「IT カリキュラムの策定・更新にかかる教育関係者の実施技

術･知識」は向上したといえる（指標４）。これに加え、セミナー、研修参加者は、獲得した知識・技

術を同僚の教師・教育関係者に伝播、普及する活動を実践している。 

IT 教師向けセミナー参加者数 

時期、場所 対象エンティティー 参加人数 

2008 年 12 月、Bijelina 両エンティティー 20 

2009 年 4 月、Banja Luka RS 11 

2009 年 4 月、Mostar FBiH 15 

2009 年 12 月、Zenica 両エンティティー 27 

 

 以上、プロジェクト目標指標は達成もしくは終了時までの達成が見込まれることから、プロジェク

ト目標の達成度は高いと判断される。 
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2-5 プロジェクト上位目標の達成状況 

PDM の指標に基づく上位目標の達成状況は次の通りである。 

 

共通コア・カリキュラムの策定・更新を 3民族の教育関係者が協働で行うシステムが定着し、民族融

和が促進される 

 

達成指標 

1. 共通コア・カリキュラムの策定・更新状況 

2. 共通コア・カリキュラムの策定・更新システムへの各民族教育関係者の参加 

  

 プロジェクト目標である3民族協働による共通コア・カリキュラムの策定・更新システムの確立は、

教育関係者の中でも上流を対象にしている活動である。プロジェクトを通じ、これらはボスニア・ヘ

ルツェゴビナの政治状況から大きく影響を受ける立場にあることが確認され、また、今後ボスニア・

ヘルツェゴビナの政治が民族融和に向け大きく動くことは予想されないことから、プロジェクト終了

後数年以内における上位目標の達成は、容易とは言えない。 

 

 

2-6 プロジェクト実施のプロセス 
プロジェクトの実施プロセスはこれまでのところ概ね適切であった。以下に主要なポイントを示す。

  

１）日本人専門家、ローカルコンサルタントとボスニア･ヘルツェゴビナ側カウンターパート（各教育

省関係者、パイロット校校長と IT 教師）の相互のコミュニケーションは、頻繁かつ適切であり、

プロジェクトの実施に寄与した。 

２）進捗報告書は計画に従って定期的に提出されている。 

３） 合同調整委員会（JCC）は当初の規定によれば年一回開催される予定だったが（2008年2月のM/M）、

今回の終了時評価において初めて開催された。プロジェクトの内容や進捗状況を教育省関係者、

IT 教師に知らせるという意味においてはこれまで 4 回開催された IT セミナーがその機能の一部

を代替している。 

４）ボスニア･ヘルツェゴビナ側カウンターパート、特にパイロット校校長と IT 教師の IT 教育近代化

の重要性に関する意識は、プロジェクト活動を通じて確実に向上しつつある。 

５）日本人専門家とローカルコンサルタントは、多数のカウンターパートとの調整、連絡を必要とす

る等のプロジェクトの複雑性・特殊性にも関わらず、積極的、機能的に活動し、プロジェクトの

円滑な実施と目標達成に貢献した。 
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第３章 評価結果 

 
3-1 評価 5項目による評価 
3-1-1 妥当性 

以下に記すように、本プロジェクトはきわめて高い妥当性を持つといえる。 

 ボスニア・ヘルツェゴビナでは国民の一体感を醸成する必要から教育の標準化を中心とする教育改

革が推進されているが、カリキュラムの標準化に向けた具体的成果は JICA の先行プロジェクトであ

る「モスタル高校 IT 教育近代化プロジェクト」及び本プロジェクト以外にはない。このため、ボス

ニア・ヘルツェゴビナ中央政府、両エンティティー政府、また、OHR、OSCE をはじめとするドナー社

会から本プロジェクトに対する期待は非常に高い。この状況はプロジェクト開始時点から変わってい

ない。本プロジェクトの目的、上位目標は政府及び国際社会の意向に整合するものである。 

 IT 分野の教育の近代化は、進歩・変化の著しい同分野において国内外で通用する教育を提供するこ

とはボスニア・ヘルツェゴビナの発展にとって不可欠であり、同国のニーズに合致したものである。

さらにプロジェクトの設計は直接の裨益者である高校の生徒、教師、教育関係者のニーズに適合した

ものであり、パイロット授業が実施された現場の IT 教師及び生徒は、日本のカリキュラム及び教科

書に基づいた授業に概ね高い満足度を表している1。 

  本プロジェクトは、日本の対ボスニア・ヘルツェゴビナ協力の重点分野である平和構築支援に貢献

するものであり、整合性が高い。また、IT 分野は技術立国日本が優位性を持つ分野であり、他の多く

の国においても同分野での協力経験を有している。 

 

3-1-2 有効性 

 プロジェクトの有効性は高いと評価できる。 

 前章に記したように、終了時点におけるプロジェクト目標達成の達成度は高いことが見込まれる。

計画された３つの成果は概ね達成されており、また、IT 教育に携わる人材は、セミナーや研修、パイ

ロット授業の実践を通じて育成された。 

 プロジェクトの有効性に資した主要な要因としては、１）これまで実施された IT 教師対象のセミ

ナーが両エンティティー教育関係者の交流等の大きな成果をあげたこと、２）本邦研修により IT 教

育者の技能・知識が向上したこと、３）パイロット校において生徒、教師、さらに親らの IT 教育の

有用性に関する意識が高まったこと、４）日本人専門家、ローカルコンサルタント、C/P 相互のコミ

ュニケーションが適切であったことが挙げられる。 

 一方、プロジェクトを大きく阻害もしくは停滞させた要因は特に見当たらない。しかしながら、ボ

スニア･ヘルツェゴビナ国の特徴である地方分権化された行政機構のためプロジェクトのステークホ

ルダーが多岐にわたることは、前提条件とはいえ、プロジェクト活動の調整に多大な時間と労力を費

やすことを余儀なくさせた。 

 

                                            
1 但し、情報 A の教科書については、初等教育で情報を学んだバックグラウンドのある一部の生徒にとっては容易すぎ

るとの意見も複数あった。 
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3-1-3 効率性 
投入及び成果の状況から、プロジェクト全体の効率性は非常に高いと判断される。 

1) 投入の適正度 

本プロジェクトでは、日本側の人材投入は長期派遣専門家（業務調整担当）１名とローカルコンサ

ルタント 2名のみである。このように少人数ながら、各専門家、コンサルタントは、両エンティティ

ー及び各カントン教育省、教育研究所、パイロット校校長及び IT 教師といった多岐にわたるカウン

ターパートと粘り強く交渉してプロジェクトの管理、調整にあたり、精力的にプロジェクト運営に寄

与し、カウンターパートからも高く評価されている。 

ボスニア･ヘルツェゴビナ側カウンターパートは概ね適正に配置され、その資格、能力はプロジェ

クト実施にあたり適切であった。ただし前述のようにカウンターパート機関の数の多さにより、諸活

動の調整に時間を要することとなった。 

カウンターパートである IT 教師 13 名が、2 名のローカルコンサルタントと共に本邦研修に参加し

た。参加者の大半が研修内容に満足しており、研修で得た経験を帰国後の教育活動に役立てている。

例えば、授業の準備を入念に行う、生徒の進捗モニタリングをきめ細かく行うようになる等の変化が

見られる。研修参加者が帰国報告会を開催したり、また日々の業務の中で研修成果を同僚に伝えたり

することによって、波及効果も生じている。 

日本側から供与された IT 機材は適正に設置され、その活用度は極めて高い。また、整備状態もよ

く、今回訪問した学校において故障中の機器はごくわずかであった。ボスニア・ヘルツェゴビナ側に

よる IT ラボの整備状態も概ね良好であり、パイロット校ではパイロットプロジェクトの実施に合わ

せ、IT 教室の新築や改装やインターネット接続、LAN の導入等を行っている。 

2) 成果の達成度 

前章に述べたように、新 IT カリキュラムの正式承認は現時点では実現していないものの、計画さ

れたプロジェクト成果の多くは大きな遅延なく達成されている。 

 

3-1-4 インパクト 
プロジェクトの上位目標の達成見込みについては前章に記したように必ずしも明確ではないが、プ

ロジェクトではこれまでに予期されていなかった正のインパクトが観察されている。 

まず、プロジェクト活動の一部として実施された 4回（2回は両エンティティー（全国）が対象、2

回はエンティティー内が対象）の IT 教師向けセミナーが予想を上回る効果をもたらした。ボスニア・

ヘルツェゴビナでは教師の研修制度がほとんどなく、教師にとってはそれまで他方のエンティティー

はもちろんのこと、自エンティティー内の他校教師と交流し、カリキュラム、教科書や教育全般につ

いて意見交換をする機会はほとんどなく、このセミナーは大きな刺激となった。それゆえ、セミナー

終了後もメーリングリスト等を利用したネットワークが形成され、エンティティーを超えた情報共有

や専門的な意見交換が続けられている。さらにはパイロット校の共通ウェブサイト設立の動きもある。

また、RS 側が開発した新 IT カリキュラムが紹介され、FBiH 側 IT 教師に肯定的に受け入れられたの

も 2009 年 11 月のゼニッツァにおけるセミナーの場である。 

次に、パイロット授業が実施された高校にはプロジェクトによって IT 機器が導入されたが、それ

らは情報の授業だけでなく他の科目においてもインターネットによる情報収集や効果的なプレゼン

テーション等に活用されることにより、教師、生徒、さらには生徒の親が IT 教育の意義、有用性を

強く意識するようになった。その結果、学校側で地方自治体や教育省の予算を獲得して IT ラボを積
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極的に整備する傾向が多くのパイロット学校で見られ、学校によっては、生徒の家庭からも IT ラボ

に対する寄付が寄せられている。 

他のインパクトとしては、JICA の日本語ウェブサイトの中で本プロジェクトの概要やイベント等の

進捗状況が適宜紹介されており、日本のボスニア･ヘルツェゴビナへの貢献が広く一般に知らされて

いる。 

一方、上位目標は「共通コア・カリキュラムの策定・更新を 3民族の教育関係者が協働で行う」と

教育関係者の中でも上流を対象にしている。これは、プロジェクトを通じ、ボスニア・ヘルツェゴビ

ナの政治状況から大きく影響を受けることが確認され、また、今後ボスニア・ヘルツェゴビナの政治

が民族融和に向け大きく動くことは予想されないことから、プロジェクト終了後数年以内における上

位目標の達成は、容易とは言えない。 

マイナスのインパクトについては確認されておらず、また、今後の発生も予測されていない。 

 

3-1-5 自立発展性 
プロジェクトの効果を維持・拡大させる自立発展性は、総合的に見て現状では十分に確保されると

はいえない。 

1) 政策面 

教育制度を標準化し近代化させることはボスニア・ヘルツェゴビナ国の喫緊の課題であり、事実 IT

分野においては、両エンティティー政府ともカリキュラムの改革に努めているところである。したが

って、例え本プロジェクトが 2010 年 10 月の総選挙の結果に影響を受けることはあっても、世界的に

IT 分野の教育の近代化が進められている中で、現行の IT 教育近代化の方向が今後大きく変更される

ことは考えにくい。基本的な政策面に関しては、自立発展性は確保されている。 

2) 技術面 

本プロジェクト活動において、パイロット校 IT 教師や各教育省・教育研究所スタッフは、セミナ

ー、研修、パイロット授業の実施を通じて近代的な IT 教育のカリキュラムや教授法についての知識、

技能を高めており、そしてさらにその技能、知識を波及させるべくネットワークの形成も進んでいる。

したがって、今後ボスニア・ヘルツェゴビナ側が独力でカリキュラム開発等、技術面でプロジェクト

を拡大し全国展開していくための人材は相当程度確保されたと判断できる。 

3) 組織面 

本プロジェクトはボスニア・ヘルツェゴビナの行政の特殊性から、一元化されたカウンターパート

組織を持たず、また同国側にはプロジェクト全体を把握・管理する立場のプロジェクト・マネージャ

ーが存在しない。そのため、日本側がプロジェクト活動全体の管理、運営、調整を行っているのが実

情である。国家レベルの教育庁が名目的な存在に留まっている現状では、この状態はプロジェクト終

了後も変わることはなく、したがって JICA のような外部機関が推進役を務めなければ、プロジェク

ト効果の維持、発展は望むことができない。よって組織・制度面での自立発展性は非常に低い。 

4) 財務面 

両エンティティー政府ともに、IT 教育の近代化については積極的であり、本プロジェクトが推進す

るITカリキュラムの近代化計画自体が、プロジェクト終了後に財政難に陥ることはないと思われる。

しかし、一方で IT 教育の現場においては、プロジェクト効果を維持するうえで資金面での問題の発

生は予想される。例えば、プロジェクトでパイロット校に供与された多数の PC は数年後には更新す

る必要があるが、その費用をボスニア・ヘルツェゴビナ側だけで完全にまかなえる保証はなく、さら
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に、新 IT カリキュラムを全国展開する段階になった場合、パイロット校で得られた効果を全校で期

待するためには、各校の IT ラボの整備に相当な支出が必要となると思われる。その点で、財務面で

の維持発展性に不安が残る。 

 

 

3-2 結論 

終了時評価調査団は、文献調査、関係者へのインタビュー及び質問票調査、関係機関との意見交換、

団内の協議等を実施したうえで、以下のような結論を得た。 

プロジェクト目標は 2010 年 7 月のプロジェクト終了時までにはほぼ達成される見込みである。新

IT カリキュラムの承認までには今後更に時間を要するものの、プロジェクト成果は計画通りに概ね達

成されている。また、プロジェクト活動は、ほぼ遅滞なく実施されている。 

5 項目評価の観点からは、プロジェクトの「妥当性」、「有効性」、「効率性」はいずれも高く、中で

も IT 教師向けセミナーと本邦研修の実施は、プロジェクトの効果、効率を高めることに大きく寄与

した。また、エンティティーを超えた IT 教員間のネットワーク形成、関係者の IT 教育に対する意識

向上等、プロジェクトによる正の「インパクト」が確認されている。一方、「自立発展性」について

は、政策面、技術面では確保される見通しであるが、組織面、財務面においては、現在の状況から判

断すると保証されるとは言い難い。プロジェクトの効果を維持、発展させるためには JICA などの外

部機関からの更なる協力が必要と思われる。 
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第４章 提言と教訓 

 

4-1 提言 
(1) 真のニーズを体現したカリキュラムの実現について 

2010 年は国政・地方レベルの選挙も予定されており、教育統合等、ボスニア・ヘルツェゴビナの中

央集権化につながる動きは、政治家による民族主義的プロパガンダの標的にされる危惧がある。こう

した状況下、本プロジェクトを通じて策定・提案された RS のカリキュラムの例が示すように、現場

をあずかる IT 教師が、真に生徒が興味を示し、有効性の高い教育メソッドとして、本プロジェクト

の試みを活用し、教材のコンテンツの改善を進めていくことが、最善の策であると思われる。 

また、この過程において、両エンティティーの教育関係者が意思の疎通を図るネットワークを確立

し、経験を共有しながら、カリキュラムを改善する努力を協働して実施するシステムが構築されれば、

プロパガンダに左右されない「真にニーズを体現したカリキュラム」の実現が容易になろう。 

 

(2) カリキュラムの公式認可について 

本カリキュラムが広くボスニア・ヘルツェゴビナ全域の生徒の利益に供するためには、関係当局に

よる公式認可が必要となるが、認可の前提として、各教育研究所関係者を、より積極的に本プロジェ

クトに関与してもらい、カリキュラムの推薦当事者によるカリキュラム作成を実現することで、こう

した認可の実現が大幅に早まるものと思料される。 

 

 

4-2  教訓 

・教科書については、元来、3民族の IT 関係者が日本のテキストをたたき台として、協働で新しいカ

リキュラムを策定するという、機会と場の提供のためのベースとしての位置づけであった。次フェ

ーズを円滑に進める上で、テキストの公式認可は望ましい方向性ではあるが、ボスニア・ヘルツェ

ゴビナでは教科書認可の権限をエンティティーもしくは各カントンが有しており、また、この認可

精度が十分組織されているとはいいがたい。これらの状況を踏まえると、カリキュラムやテキスト

の認可自体が指標とされるべきではないと思料する。 

・プロジェクトの適切な実施には、定期的なモニタリングを実施するのみならず、PDM を関係者間で

十分に共有し、必要に応じて適切な修正を行うことが望ましい。 

・本件のように、政治的に非常に複雑な環境下にあり、且つ関係省庁が非常に多く、複雑な調整を有

するタイプの案件は、プロジェクト専門家やローカルコンサルタントの調整能力や人格が非常に重

要になる。 

・本件は、ボスニア・ヘルツェゴビナの選挙のたびに民族主義が煽られるなど、不安定な政治状況の

影響を少なからず受けた。このように、政治状況などの影響を受ける案件は、現場の人間たちが自

主的に活動するように、現場のニーズに真に応える活動を実施することが重要である。 
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第５章 団長所感 

・「共通の IT カリキュラムの策定・更新を３民族の教育関係者が協働で行うシステムを構築する」と

いうプロジェクト目標に鑑みれば、本プロジェクトは十分な成果を挙げたと判断される。 

・本プロジェクト実施前には、両エンティティーの教育関係者が場を共有し、同じ目標に向かって活

動するというような状況が物理的に存在しなかったばかりでなく、紛争終結後 10 余年を経ても、

相互不信が払拭し得ないままであった。 

・本プロジェクトでは、本邦研修や現地研修を通じ、日本のテキストの有効性に関する議論が活発化

し、その中から、RS の IT 教師及び教育研究所 IT アドバイザーが、日本のテキストを中核に据えた

新カリキュラム案を策定、教育省に提案している。同案はまた、研修の際に FBiH 側の IT 教師にも

紹介され、履修年限の違う県でも、同案の適用可能な部分を自県のカリキュラムに援用しようとい

う動きも出ている。 

・このように政治に左右されがちな省庁の主導ではなく教育現場にいる当事者のニーズから統合が進

むというあり方は、国際社会が 2002 年以来希求していた教育統合のモデル・ケースともなり得る。 

・現時点で、本プロジェクトの障害となっているのは、クロアチア本国の教育改革である。これまで

BiH クロアチア系県では、本国のカリキュラムに合わせて、ギムナジウムでの IT 必修年限を 1年に

留めていた。こうした年限の相違がBiH全土での教育統合を困難にしている根本原因であるが、2009

－2010 学年以降、クロアチア本国において改革が進み、IT 必修年限延長（2－3 年）の動きが出て

きている。 

・これまで、セルビア系ギムナジウムでは 4年、ムスリム系では 3年と、年限が違うことが障害とな

ってきただけに、こうした動きは好ましい方向性ではあるものの、クロアチア系校では、本国の方

針が確定するまで、カリキュラムの改正に慎重な姿勢を示している。 

・FBiH 内では従来、初等教育において、ムスリム系校が 9年制、クロアチア系校が 8年生を採用。ク

ロアチア系が強硬に 9年制への移行に反対していたため、教育全般の統合の大きな障壁となってい

たが、ここへ来てクロアチア本国の初等教育が9年制に切り替えられることが発表されるやいなや、

BiH 内のクロアチア系校が 9年制への移行を進め始めている。 

・こうした状況を見れば、IT 教育においても、本国の必修年限延長が決まれば、BiH 内もそれに追随

するのは間違いなく、現在RSで提案されている新カリキュラム案への親和性も高まると見られる。 

・本プロジェクトの成果を図る指標として、プロジェクト実施中のカリキュラム承認が挙げられてい

たが、①BiH が教育改革途上にあり、現在、中央政府の教育庁が教育内容の標準化（統一ではなく）

を目指しているが、成果が挙がっていない②隣国と利害を共有する地域が、隣国の改革の方向性を

見極めている状況である③比較的スムーズに技術移転がなされた RS でも、IT 必修年限の 4 年を経

過するまで、その成果を計れないとの認識を示している－状況に鑑みると、必ずしも同指標に縛ら

れることが適切とは思えない。 

・今回、終了時評価の調査に際し、バニャルカ高校の IT 授業視察の際、本プロジェクトで供与され

たコンピューターを使用して生徒たちが作成した IT 作品数点を見る機会があった。これら作品の

すべてにおいて、生徒たちはラテン文字を使用していたが、これについて、教師等から特段の説明

もなく、もはやキリル文字に固執しないのが自然の流れであることがうかがわれた。こうしたマイ

ンド・セットの変化も、本プロジェクトの成果として特筆すべきであろう。 
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資料3 評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：ボスニア・ヘルツェゴビナ 案件名：IT教育近代化プロジェクト 

分野：平和構築 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：経済基盤開発部 

運輸交通・情報通信グループ 

協力金額（評価時点）：約1.2億円 

(M/M): 2008年2月15日 

(延長): 

先方関係機関： ボスニア・ヘルツェゴビナ連邦(FBiH)

教育科学省、スルプスカ共和国(RS)教育文化省 

(F/U) : 日本側協力機関： 

 

 

協 力 期

間  他の関連協力： 

１-１ 協力の背景と概要 

1995 年に和平を迎えたボスニア・ヘルツェゴビナだが、教育システム、カリキュラム、教科書等は

民族毎に別のものが使われており、戦争の影響は未だ色濃い。国際社会は、ボスニア・ヘルツェゴビ

ナがEU加盟を目指すためには国民の一体感を醸成し、共に発展を目指すことが必然と認識し、そのた

めにも教育改革が急務と捉えている。 

ボスニア・ヘルツェゴビナの教育改革の推進役を勤める欧州安全保障協力機構（以下OSCE）は2002

年に教育統合に着手し始め、2003 年には初・中等教育枠組法が採択され、民族間で対立が起こりにく

い部分から統合を進める「共通コア・カリキュラム」の導入が決定された。 

 我が国は人間の安全保障の観点からもOSCEの呼びかけに応え、IT教育分野での共通カリキュラムの

導入を促すため、2006年4月より「モスタル高校IT教育近代化プロジェクト」を実施した。その中で

現地語へ翻訳し、現地に適した変更を施した日本の高校1年生向けITテキストが試験的に同校に導入

され、ボスニアック系、クロアッツ系の生徒が共に学ぶIT授業を実施した。 

 同プロジェクトの成果を受け、2007年、FBiH教育科学省、RS教育文化省の連名の下、我が国に対し、

ボスニア・ヘルツェゴビナの IT 教育近代化にかかる要請がなされた。同要請に基づき、我が国は、

2008年4月から2010年7月まで「IT教育近代化プロジェクト」を実施している。本プロジェクトでは、

パイロット校をギムナジウム(普通科高校)18校に拡大し、先の「モスタル高校IT教育近代化プロジェ

クト」のテキストを活用し実施している。その結果、FBiH・RS双方において、IT教育テキストの現地

化及び改訂が進められている。また、本プロジェクトの経験が触媒となり、他教科での共通カリキュラ

ムの導入が促されることも期待されている。 

 

１-２協力内容 

（１）上位目標 

共通コア・カリキュラムの策定・更新を3民族の教育関係者が協働で行うシステムが定着し、民族融

和が促進される 

（２）プロジェクト目標 

共通のITカリキュラムの策定・更新を3民族の教育関係者が協働で行うシステムが確立される 

（３）成果 

1. 新ITカリキュラムの現地化及び更新がFBiH/RSの教育省及び教育研究所の協働のもと行われる

2. FBiH/RS両エンティティーのギムナジウムで新ITカリキュラムが導入され、授業が実施される 

3. 新ITカリキュラムがFBiH/RS両エンティティーの教育省によって承認される。 

（４）投入（評価時点） 

日本側：  

 長期専門家派遣 1名 投入総額 約123,000 千円 

 ローカルコンサルタント 2名 機材供与 約 20,157 千円 

 研修員受入  42名（予定）  

相手国側：  

 カウンターパート配置 各校教員1名  

 インターネット接続 対象校18校  

施設提供 対象校18校   



２. 評価調査団の概要 

 調査者 （担当分野：氏名  職位） 

橋本 敬市  団長／総括  JICA 専門員（平和構築）  

川辺 了一  協力企画  JICA経済基盤開発部運輸交通・情報通信第3課 

昌谷  泉  評価分析  株式会社グローバル・グループ21ジャパン 

調査期間  2010年2月25日〜2010年3月12日 評価種類：終了時評価 

３.評価結果の概要 

３-１ 成果の確認 

（１）成果の達成状況 

 成果１ 達成指標 

1-1 ITカリキュラムが開発・更新される 

1-2 ITカリキュラム開発・更新が教育省及び教育研究所の協働の下行われる 

RSでは、教育研究所スタッフ及びパイロット校IT教師をメンバーとするワーキンググルー

プによって4年間のITカリキュラムが開発され、さらに一部見直し（更新）もされており、

パイロット校では、すでに同カリキュラムに沿った授業が実施されている。FBiH では、カ

リキュラムの開発は途上であるが、プロジェクト期間内にはRSの開発したカリキュラムを

参考にして開発される見込みである 

 成果２ 達成指標 

2-1 開発したITカリキュラムが導入される 

2-2 パイロットプロジェクトが実施される 

RS では開発された IT カリキュラムに基づく授業がパイロット校で既に実施中であるが、

FBiHでは、新カリキュラムの開発が現時点で未達成であるため、日本のITカリキュラムの

まま授業を実施している。日本の教科書を現地化・翻訳して作成した教科書を用いた情報A

及び情報Bの授業（パイロットプロジェクト）は、FBiH12校、RS6校で、いずれも成功裡に

実施されている。 

 成果３ 達成指標 

3-1新ITカリキュラムが承認される 

RSで開発された新ITカリキュラムは、教科書Aと教科書Bを用いたパイロット授業を受講

した最初の学年が、第4学年を終了した後に公式に承認される予定である。FBiHでは2009

年度（2009年9月～2010年6月）のパイロット授業の成果を基に、今後作成・申請される

新カリキュラムの承認を行う予定であり、したがって承認は2010年7月以降になる。多く

のFBiH カントン教育省は新カリキュラムを積極的に評価することを表明するインテンショ

ンレターを既に発出している。 

（２）プロジェクト目標の達成状況 

 共通のITカリキュラムの開発は現在達成されていないが、RSでは4年間のITカリキュラムが

教育研究所のワーキンググループによりすでに開発されており、FBiHではカリキュラムはまだ策

定されていないものの、今後プロジェクト期間中に、FBiH側もRSカリキュラムを基にしたカリキ

ュラム策定を終えることは可能と思われる。システム確立へ向けての基礎作りは出来たと判断で

きる。 

（３）上位目標の達成状況 

 プロジェクト目標である 3 民族協働による共通コア・カリキュラムの策定・更新システムの確

立は、教育関係者の中でも上流を対象にしている活動である。プロジェクトを通じ、これらはボ

スニア・ヘルツェゴビナの政治状況から大きく影響を受ける立場にあることが確認され、また、

今後ボスニア・ヘルツェゴビナの政治が民族融和に向け大きく動くことは予想されないことから、

プロジェクト終了後数年以内における上位目標の達成は、容易とは言えない。 

 

 

 



３-２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

 妥当性は極めて高い。 

・ボスニア・ヘルツェゴビナでは国民の一体感を醸成する必要から教育の標準化を中心とする教

育改革が推進されており、本プロジェクトの目的、上位目標は政府及び国際社会の意向に整合

する。また、カリキュラムの標準化に向けた具体的成果を上げている唯一のプロジェクトとし

て、中央政府、両エンティティー政府、また、OHR、OSCE をはじめとするドナー社会から本プ

ロジェクトに対する期待は非常に高い。 

・進歩・変化の著しいIT分野において国内外で通用する教育を提供することはボスニア・ヘルツ

ェゴビナの発展にとって不可欠であり、IT分野の教育の近代化は、同国のニーズに合致したも

のである。さらにプロジェクトの設計は直接の裨益者である高校の生徒、教師、教育関係者の

ニーズに適合しており、パイロット校での満足度も高い。 

・日本の対ボスニア・ヘルツェゴビナ協力の重点分野である平和定着支援に貢献するものであり、

整合性は高い。また、IT分野は技術立国日本が優位性を持つ分野であり、他の多くの国におい

ても同分野での協力経験を有している。 

（２）有効性 

 有効性は高い。 

・終了時点におけるプロジェクト目標達成の達成度は高いことが見込まれる。計画された３つの

成果は概ね達成されており、また、IT教育に携わる人材は、セミナーや研修、パイロット授業

の実践を通じて育成された。 

・プロジェクトの有効性に資した主要な要因としては、１）これまで実施されたIT教師対象のセ

ミナーが両エンティティー教育関係者の交流等の大きな成果をあげたこと、２）本邦研修によ

りIT教育者の技能・知識が向上したこと、３）パイロット校において生徒、教師、さらに親ら

のIT教育の有用性に関する意識が高まったこと、４）日本人専門家、ローカルコンサルタント、

カウンターパート相互のコミュニケーションが適切であったことが挙げられる。 

（３）効率性 

 効率性は非常に高い。 

 １）投入の適正度 

・日本側の人材投入は長期派遣専門家（業務調整担当）１名とローカルコンサルタント 2 名の

みであるが、多岐にわたるカウンターパートと粘り強く交渉してプロジェクトの管理、調整

にあたり、精力的にプロジェクト運営に寄与し、カウンターパートからも高く評価されてい

る。 

・カウンターパート人員は概ね適正に配置され、その資格、能力はプロジェクト実施にあたり

適切であった。ただしカウンターパート機関の数の多さにより、諸活動の調整に時間を要す

ることとなった。 

・本邦研修に参加したカウンターパート人員の大半が研修内容に満足しており、研修で得た経

験を帰国後の教育活動に役立てている。授業の準備を入念に行う、生徒の進捗モニタリング

をきめ細かく行うようになる等の変化が見られる。研修参加者が帰国報告会を開催したり、

また日々の業務の中で研修成果を同僚に伝えたりすること等によって、波及効果も生じてい

る。 

・日本側から供与されたIT機材は適正に設置され、その活用度は極めて高く、整備状態もよい。

ボスニア・ヘルツェゴビナ側によるITラボの整備状態も概ね良好であり、多くの学校ではパ

イロットプロジェクトの実施に合わせ、IT教室の新築や改装やインターネット接続、LANの

導入等を行っている。 

 ２）成果の達成度 

・新ITカリキュラムの正式承認は現時点では実現していないものの、計画されたプロジェクト

成果は大きな遅延なく達成されている。 

 



（４）インパクト 

 正のインパクトが観察されている。 

・上位目標は「共通コア・カリキュラムの策定・更新を 3 民族の教育関係者が協働で行う」と教

育関係者の中でも上流を対象にしている。これは、プロジェクトを通じ、ボスニア・ヘルツェ

ゴビナの政治状況から大きく影響を受けることが確認され、また、今後ボスニア・ヘルツェゴ

ビナの政治が民族融和に向け大きく動くことは予想されないことから、プロジェクト終了後数

年以内における上位目標の達成は、容易とは言えない。上位目標の達成のためには、外部条件

として「政治状況が民族融和に向けて大きく動く」ことが必要となる。 

・一方、教育の現場レベルでは、大きい正のインパクトが観察されている。プロジェクトでは、

IT教師向けセミナーを開催しているが、ボスニア・ヘルツェゴビナでは他校教師と交流し、カ

リキュラム、教科書や教育全般について意見交換をする機会が今までほとんどなかったため、

このセミナーは教師にとって大きな刺激となった。このため、セミナー終了後もメーリングリ

スト等を利用したネットワークが形成され、エンティティーを超えた情報共有や専門的な意見

交換が続けられている等、現場レベルでの民族融和が促進されている。 

・パイロット授業が実施された高校にはプロジェクトによってIT機器が導入されたが、それらは

情報の授業だけでなく他の科目においてもインターネットによる情報収集や効果的なプレゼン

テーション等に活用されることにより、教師、生徒、さらには生徒の親がIT教育の意義、有用

性を強く意識するようになった。その結果、学校側で地方自治体や教育省の予算を獲得してIT

ラボを積極的に整備する傾向が多くのパイロット学校で見られている。 

・本プロジェクトのIT教育分野における協働の成功を受け、OSCEが両エンティティーの歴史学教

師を対象にしたセミナーを実施する等、本プロジェクトは、同国の教育統合の触媒として働い

ていること。 

・JICAの日本語ウェブサイトの中で本プロジェクトの概要やイベント等の進捗状況が適宜紹介さ

れており、日本のボスニア･ヘルツェゴビナへの貢献が広く一般に知らされている。 

・負のインパクトについては確認されていない。今後の発生も予測されていない。 

（５）自立発展性 

 総合的にみて十分に確保されているとはいえない。 

１）政策面 

 世界的にIT教育分野の近代化が進んでいる中で、ボスニア・ヘルツェゴビナのIT教育の方

向が今後大きく変更されることは考えにくく、基本的な政策面に関しては、自立発展性は確保

されている。 

２）技術面 

 セミナー、研修、パイロット授業の実施を通じて、今後ボスニア・ヘルツェゴビナ側が独力

でカリキュラム開発等、技術面でプロジェクトを全国へ拡大していくための人材は相当程度確

保された。 

３）組織面 

 本プロジェクトはボスニア・ヘルツェゴビナの行政の特殊性から、一元化されたカウンター

パート組織を持たず、また同国側にはプロジェクト全体を把握・管理する立場のプロジェクト・

マネージャーが存在しないため、日本側がプロジェクト活動全体の管理、運営、調整を行って

いる。国家レベルの教育庁が名目的な存在に留まっている現状では、この状態はプロジェクト

終了後も変わることはなく、JICAのような外部機関が推進役を務めなければ、プロジェクト効

果の維持、発展は望むことができない。よって組織面の自立発展性は非常に低い。 

４）財務面 

 両エンティティー政府ともに、IT教育の近代化については積極的であり、本プロジェクトが

推進するITカリキュラムの近代化計画自体が、プロジェクト終了後に財政難に陥ることはない

と思われる。一方、プロジェクトでパイロット校に供与したPCの更新費用、全国展開のための

ITラボの整備費用等、IT教育の現場においてプロジェクト効果を維持・拡大するうえで資金面

での問題の発生が予想される。 



３-３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

・４回にわたるIT教師対象セミナー、及びカウンターパートの本邦研修は大きな効果をもたらした。

（２）実施プロセスに関すること 

・日本人専門家、ローカルコンサルタントとボスニア･ヘルツェゴビナ側カウンターパートの相互

のコミュニケーションは、頻繁かつ適切であった。 

・カウンターパートのIT教育近代化の重要性に関する意識は、プロジェクト活動を通じて確実に

向上している。 

・日本人専門家とローカルコンサルタントは、多数のカウンターパートとの調整、連絡を必要と

する等のプロジェクトの複雑性・特殊性にも関わらず、積極的、機能的に活動した。 

 

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

・ボスニア・ヘルツェゴビナ固有の事情によりカウンターパート機関が多岐にわたるため、管理、

調整に相当の時間と労力を要した。 

（２）実施プロセスに関すること 

・合同調整委員会（JCC）は当初の規定によれば年一回開催される予定だった。しかし、現地の民

族感情からも各民族の代表者が同席する会議を実施について、両エンティティー政府とも積極

的とはいえず、自らイニシアティブを取って JCC を開催しなかった。このため、今回の終了時

評価において初めて開催された。 

 

３-５ 結論 

 プロジェクト目標は2010年7月のプロジェクト終了時までにはほぼ達成される見込みである。

新ITカリキュラムの承認までには今後更に時間を要するものの、プロジェクト成果は計画通りに

概ね達成されている。また、プロジェクト活動は、ほぼ遅滞なく実施されている。 

 5項目評価の観点からは、プロジェクトの「妥当性」、「有効性」、「効率性」はいずれも高く、ま

た、正の「インパクト」が確認されている。一方、「自立発展性」については、政策面、技術面で

は確保される見通しであるが、組織面、財務面においては、保証されるとは言い難い。プロジェ

クトの効果を維持、発展させるためにはJICAのような外部機関からの更なる協力が必要と思われ

る。 

 

３-６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

(1) 真のニーズを体現したカリキュラムの実現について 

2010年は国政・地方レベルの選挙も予定されており、教育統合等、ボスニア・ヘルツェゴビ

ナの中央集権化につながる動きは、政治家による民族主義的プロパガンダの標的にされる危惧

がある。こうした状況下、本プロジェクトを通じて策定・提案されたRSのカリキュラムの例が

示すように、現場をあずかるIT教師が、真に生徒が興味を示し、有効性の高い教育メソッドと

して、本プロジェクトの試みを活用し、教材のコンテンツの改善を進めていくことが、最善の

策であると思われる。 

また、この過程において、両エンティティーの教育関係者が意思の疎通を図るネットワーク

を確立し、経験を共有しながら、カリキュラムを改善する努力を協働して実施するシステムが

構築されれば、プロパガンダに左右されない「真にニーズを体現したカリキュラム」の実現が

容易になろう。 

 (2) カリキュラムの公式認可について 

本カリキュラムが広くボスニア・ヘルツェゴビナ全域の生徒の利益に供するためには、関係

当局による公式認可が必要となるが、認可の前提として、各教育研究所関係者を、より積極的

に本プロジェクトに関与してもらい、カリキュラムの推薦当事者によるカリキュラム作成を実

現することで、こうした認可の実現が大幅に早まるものと思料される。 



３-７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運

営管理に参考となる事柄） 

・教科書については、元来、3民族のIT関係者が日本のテキストをたたき台として、協働で新し

いカリキュラムを策定するという、機会と場の提供のためのベースとしての位置づけであった。

次フェーズを円滑に進める上で、テキストの公式認可は望ましい方向性ではあるが、ボスニア・

ヘルツェゴビナでは教科書認可の権限をエンティティーもしくは各カントンが有しており、ま

た、この認可精度が十分組織されているとはいいがたい。これらの状況を踏まえると、カリキ

ュラムやテキストの認可自体が指標とされるべきではないと思料する。 

・プロジェクトの適切な実施には、定期的なモニタリングを実施するのみならず、PDMを関係者間

で十分に共有し、必要に応じて適切な修正を行うことが望ましい。 

・本件のように、政治的に非常に複雑な環境下にあり、且つ関係省庁が非常に多く、複雑な調整

を有するタイプの案件は、プロジェクト専門家やローカルコンサルタントの調整能力や人格が

非常に重要になる。 

・本件は、ボスニア・ヘルツェゴビナの選挙のたびに民族主義が煽られるなど、不安定な政治状

況の影響を少なからず受けた。このように、政治状況などの影響を受ける案件は、現場の人間

たちが自主的に活動するように、現場のニーズに真に応える活動を実施することが重要である。
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1. Expense for the Project by the Japanese Side
JPY

Operational Cost Machinery and Equipment Total

JFY 2008 8,294,701 17,863,275 26,157,976

JFY 2009 17,383,256 2,303,986 19,687,242

JFY 2010 18,395,178 0 18,395,178

44,073,135 20,167,261 64,240,396
JFY: Japanese Fiscal Year (Apr-Mar)

Year

Total
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